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衆院予算委　田村委員長質問要旨

田村智子委員長＝9日、衆院予算委

　田村　アメリカとイスラエ
ルはイランへの大規模な攻撃
を続け、子どもを含む民間人
が多く犠牲となっている。日
米首脳会談でトランプ大統領
にイラン攻撃の中止を求める
べきではないか。アメリカの
軍事行動への一切の協力を拒
否すべきではないか。
　首相　日米首脳会談では、
イラン問題をはじめとする中
東情勢についてわが国の立場
や考えを伝えるとともに、
じっくりと議論を深めたい。

　田村　私の質問に対する答
弁になっていない。いかなる
理由があろうとも、先制攻撃
で国家元首を殺害し、病院や
学校を攻撃する。どこから見
ても国連憲章、国際法違反は
明らかだ。日本には国際紛争
の解決を武力によって行って
はならないという憲法９条が
ある。こうした立場でアメリ
カに対してものを言わなけれ
ばならないが、その姿勢が全
くない。主権国家と言えるの
か。（赤旗 3 月 10 日付より）

イラン攻撃中止、戦争「ノー」ただ
ちに

無法な戦争に自衛隊派兵するな
　日本共産党の田村智子委員長は、９日の衆院
予算委員会でも、米国とイスラエルによる対イ
ラン攻撃中止とアメリカの軍事行動への一切の

協力の拒否、米軍普天間基地（沖縄県宜野湾市）
の即時運用停止と無条件返還を米側に求めるよ
う政府に迫りました。

（写真）平和憲法を守れと声をあげる人たち＝１０日、国会正門前

　「憲法改悪反対の意思を示した
い」「平和憲法を持つ国としてイ
ラン攻撃非難を」―。市民団体「Ｗ
Ｅ　ＷＡＮＴ　ＯＵＲ　ＦＵＴＵ
ＲＥ」と憲法９条を壊すな！実行
委員会は１０日夜、国会正門前
で、平和憲法を守るための緊急ア
クションを行いました。８０００

人（主催者発表）が参加し、ドラ
ムのリズムに合わせて「高市（早
苗）首相は憲法守れ」とコール。
学者、アーティストらがスピーチ
しました。
　参加者は色や形がさまざまなペ
ンライト、「今はまだギリ平和だ
から反戦を叫ぶよ」

という光るボードを掲げてアピー
ル。ＳＮＳで行動を知った若い人
たちが集まり、国会周辺は熱気に
包まれました。
　日本共産党の小池晃書記局長、
吉良よし子、山添拓両参院議員が
参加しました。(「しんぶん赤旗」
３月１１日付けより )

反戦叫ぶ
国会前 8000人
平和憲法守るための
「緊急アクション」



　メディアが一斉に「自民圧勝」と報じた８日午
後８時以降、日本共産党本部への「しんぶん赤旗」
日刊紙、日曜版の申し込みが急増しています。
　１０日までの２日間で５００人を超えました
（１１日付既報）が、申し込みはさらに伸び、１
２日までの４日間で１２６１人になりました（午
後５時現在。見本紙、無料お試し含む）。３０代
以下が６３１人と５０％を超えています。
　
　
　「今回の選挙も悔しい結果でしたが、田村さん
はじめ共産党のみなさんが前を向いているなら、
自分にも何かできることを、と思い購読を始めよ
うと思います」（東京・２０代）、「これからの日
本の暴走に歯止めをかけ、みんなで連帯していく
ためには赤旗で学ぶしかないと感じた」（京都・

２０代）、「もう投票するだけではだめだなと感じ
ました。どう考えても一番まともなことを言って
いる政党だと思います」（静岡・３０代）など、　
　

　選挙結果で危険な状況が生まれていることへの
危機感とともに、積極的に日本共産党を応援して
いこう、もっと知りたい、学びたいとの思いで申
し込んでいるのが特徴です。
　申し込みの８２・９％が電子版です。「信頼の
おけるニュースをオンラインで読みたい」（海外・
５０代）、「どこでも読みやすいので気軽に読み始
められる」（神奈川・３０代）。
　田村智子委員長のストリート対話などの動画を
視聴し、共感して申し込んだとの声も目立ってい
ます。（「しんぶん赤旗」２月１３日付より）

「自分にも何かできること」

「信頼のおけるニュースを」

４日間で１２００人超
「赤旗」
申し込み

８日～１２日までの

JCP KITAKANTO
News vol.165 戦争を絶対に起こさせない外交に

力をつくすことこそ政治の責任 日本共産党

　

　

　
　
　塩川氏は、「しんぶん
赤旗」の調査で、昨年
末時点で、訪問介護事
業所がゼロ自治体が１
１６町村、一つしかな

い自治体も２７９市町
村となったと告発。「政
府が２０２４年度に訪
問介護基本報酬を２～
３％引き下げ、空白地
域を増やした責任は重
大だ」と迫り、訪問介
護基本報酬を元に戻す
よう求めました。
　
　塩川氏は、「政府が人
口減少地域での管理職
や専門職、夜勤などの
配置基準の緩和、訪問
介護の月単位の定額払

い制度の導入など、規
制緩和を進める法案を
今国会に提出する」方
針だが、厚労省審議会
の委員から「規制緩和
を行なえばサービスの
質の低下や職員の業務
負担増加になる」と反
対の声があがっている
として、「規制緩和を行
えば、職員の負担が増
え、人員不足を拡大さ
せるのではないか」と
ただしました。
　

　塩川氏は、「介護労働
者の処遇改善やサービ
ス給付拡充に逆行する」
と強調し、「住んでいる
場所によってサービス
提供に差をつけること
は認められない」と批
判。２４年の介護職員
の賃金は全産業平均よ
り８万３０００円低い
と指摘し、抜本的な介
護報酬の拡充と介護労
働者の処遇改善を強く
求めました。

　訪問介護の人手不足加速
衆院予算委　塩川氏　規制緩和方針を批判

　日本共産党の塩川鉄也議員は１１日の衆院予算委員会で、訪問介護事業所ゼロの自治体の増加など「介護崩壊」
が進むなか、訪問介護制度の規制緩和を狙う政府の方針を批判し、「介護労働者の負担を増やし、人手不足を拡大さ
せる」として、規制緩和は認められないと追及しました

　参院行政監視委員会
は 9日、国と地方の行
政の役割分担に関する
参考人質疑を行ないま
した。　
　日本共産党の岩渕友
議員は、東日本大震災
と東京電力福島第１原
発事故から１５年にな
るが、原発事故で避難
指示が出た福島県の各
自治体は「生業（なり
わい）や医療・介護な
どが原発事故前に戻っ
ていないのが現状だ。

自治体を維持するのに
苦労している」と強調
しました。
　また、福島県で新た
な産業基盤の構築を目
指す国家プロジェクト
「イノベーション・コー
スト構想」が進められ
ているが、大企業呼び
込み型ではないかとの
声もあるとして、「自治
体と住民の暮らし、生
業の再建が中心の復興
が大切ではないか」と
見解を問いました。

　一橋大学大学院法学
研究科の辻琢也教授は、
移住する人と残り続け
る人などで地域が分散
するなか、「将来ビジョ
ンを実効性あるものと
して見せることができ
るのかが大きなポイン
トだ」とし、住むこと
と生業の確保の両立が
必要だと主張しました。
　岩渕氏は、政府の地
方自治体支援について
も質問。追手門学院大
学地域創造学部の小野

達也教授は、効果の裏
付けと工夫が伴う自治
体の施策に対し「国が
手厚く支援するスタイ
ルができれば全体とし
て良くなっていく」と
述べました。

 生業再建中心の復興を
参院行監委・岩渕議員が強調
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質問する塩川鉄也議員
＝11 日、衆院予算委

「東日本大震災と東京電力福島第一原発事故から１５年」


